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空港整備における費用対効果分析の対象事業は、プロジェクトとしての費用の大きさ、社会的影
響の大きさ等を考慮し、空港法に基づく空港（公共の用に供する飛行場）及び共用空港（自衛隊等
が設置する飛行場で公共の用に供するもの）に係る空港の新設、滑走路新設・延長事業とする。
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費用対効果分析の基本的な考え方
対象事業

費用対効果の分析は、以下に示す手順で実施する。

分析手順

空港整備事業の費用対効果分析マニュアル Ver.4（H18.3）より

空港整備事業の費用対効果
分析マニュアル Ver.4（H18.3）より



プロジェクトの投資効率性を評価するために、建設等にかかる費用（＝C）とプロジェクトの実施による
効果の貨幣換算分（＝便益：B）を、計算期間（整備期間＋供用後５０年）分計上し、B/Cを計算。
なお、毎年発生する費用、便益を社会的割引率（ｉ＝4%)を用いて現在価値化して評価を実施。

費用対効果分析の基本的な考え方

注） ◎ ：基本的に便益として取り扱う項目（他の便益との重複しないもの）

○ ：便益として取り扱うことが可能な項目（比較的正確に計測可能なもの。他の便益と重複しないもの）

(○)：原則として計測対象外。事業特性を踏まえ、必要に応じて便益として取り扱うことが可能な項目（比較的
正確に計測できるものに限る。他の便益との重複しないもの）

△ ：定量的・定性的に取り扱う項目

●費用 C
・用地費、補償費、建設費、維持管理費等を計上

a)便益と費用の比により評価する方法
（ ：Cost Benefit Ratio Method)費用便益比法
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●費用便益分析の分析指標

（費用便益比：Cost Benefit Ratio）

ただし、 t年次における便益：Bt
t年次における費用：Ct
計算期間（年） ：Ｔ
社会的割引率 ：ｉ

●便益 B
・空港利用者便益、供給者便益、残存価値を計上

空港整備事業の費用対効果 分析マニュアル Ver.4（H18.3）より ２


